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原子力防災対策に関する申し入れ 

関西広域連合では、関西電力高浜発電所３･４号機の再稼働や同１･２号機の運転期間延

長に向けた動きが進む中、昨年１２月２５日、国に対し、これらに関する課題について、

申し入れを行った（以下、「前回申し入れ」という。）。 

 その後、３･４号機に関し原子力規制委員会において審査書がとりまとめられ、３月２７

日の広域連合委員会において、原子力規制庁からこれに関する説明を聴取した。また、昨

日、原子力災害対策指針の改定が行われたが、実測値のみに基づく防護措置の実施、ＵＰ

Ｚ圏外の地域における防護措置のあり方等について、懸念の残る内容となった。 

 前回申し入れのうち、十分な対応が図られていない部分もあり、加えて、新たな課題も

生じている。 

ついては、下記の事項について、国において早急に対応されることを求める。 

なお、これらが実行されないとすれば、高浜発電所の再稼働を容認できる環境にはない。 

記 

１ ＰＡＺ、ＵＰＺの区域を含む周辺自治体と事業者との安全協定について、事業者に対

し、立地自治体並みの内容とし、早急に締結するよう指導すること。また、安全協定に

よらずとも、自治体が国や事業者と平時から情報連絡や意見交換を行い、安全確保につ

いて提言できる仕組みを構築すること。 

２ 原子力発電所の再稼働は、どのような判断基準でどこがどのような手順で認めるのか、

リスクに関する責任は誰がどのように負うのか等、国の責任体制を明確にすること。こ

のため、必要な法的枠組みを整備すること。そのなかで同意を求める範囲等、立地自治

体及びＰＡＺ、ＵＰＺ区域を含む周辺自治体の位置づけを明らかにすること。 

３ 上記２点並びにＳＰＥＥＤＩ等の予測を活用した避難やＵＰＺ圏外の地域における防

護措置のあり方、避難対策の実効性確保等、これまで関西広域連合が主張してきた点に

ついて明確な根拠をもって説明されたい。 
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大阪府の新たな文書回答 2015.5.18 

質問事項３（原子力災害対策指針改定について）の再回答 

 

 

 

 

 

  

この文書回答は、４月３０日に「避難計画を案ずる関西連絡会」が大阪府に申し入れた際に、

原子力災害対策指針改定に関する回答が、国の文書を説明するだけのものだったため、改めて回

答を求めていたものです。５月１８日付で大阪府から再回答がありましたので、紹介します。 

 

再回答では、国の改定指針が SPEEDI 等の予測的手法を使わず実測値での避難指示を行うことに

ついて、「被ばくしながらの避難では安定ヨウ素剤の入手・服用は困難」とも回答しています。 

 

【質問事項】 

３．原子力災害対策指針改定版について 

原子力規制委員会は、４月２２日、原子力災害対策指針を改定しました。改定版は、下記のよ

うに、ＰＰＡの概念を削除する等、大きな問題があり、これでは住民の安全を守ることはできま

せん。関西広域連合は、４月２３日の委員会で、この問題も含めて、新たに国へ申し入れするこ

とを決めました。そのことも踏まえて、下記に回答してください。 

 

（１）改定版では、ＰＰＡ（プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施する地域）

の概念自体を削除しました。３０㎞圏外においては特別な予防的措置は必要ないとし、基本

的に「屋内退避」だけに限定しています。 

①ＰＰＡの予防的措置なしでは府民の安全は守れないのではありませんか。 

（回答）福島県飯舘村の事例もあり、一概に「３０ｋｍ圏外においては特別な予防的措置は必

要なし」とは言い切れないと考えます。 

 

②関西広域連合の国への申し入れ（昨年１２月２５日）の第７項目「ようやく検討が始まった

ＰＰＡ における防護措置の導入（安定ヨウ素剤の投与、屋内退避等の防護措置等）について、

速やかに結果を取りまとめて原子力災害対策指針に反映させること」に反するのではないで

しょうか。 

（回答）新指針ではＰＰＡの概念が消えており、まずは概念が消えた理由について関西広域連

合を通じて国へ説明を求めていきたいと考えます。 

 

③屋内退避の開始と解除はどのような基準で判断するのですか。 

（回答）具体的な内容などについては、関西広域連合を通じて国へ説明を求めていきたいと考

えます。 

 

（２）原子力規制委員会・規制庁の資料では３０㎞圏外では「安定ヨウ素剤の準備は不要」とま

で書いています。 

福島県飯舘村の事例もあり、一概に「３０ｋｍ圏外においては
特別な予防的措置は必要なし」とは言い切れないと考えます。
（大阪府） 
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①滋賀県等が行った原発事故時の放射性物質拡散シミュレーションの結果を踏まえれば、大阪

府南部まで、ＩＡＥＡの安定ヨウ素剤服用基準５０ｍＳｖを超える被ばくが予測されていま

す。安定ヨウ素剤の準備なしに府民の安全は守れるのでしょうか。 

（回答）安定ヨウ素剤服用については、関西広域連合を通じて国へ説明を求めていきたいと考

えます。 

 

②準備不要とされれば、箕面市など既に安定ヨウ素剤の備蓄・検討を進めている自治体の取り

組みにブレーキをかけることになりませんか。 

（回答）方針を変更する自治体が出てくることはありうると考えます。 

 

（３）３０㎞圏外では、妊婦・乳幼児・子どもたちへの特別な防護措置も示されていません。特

別な措置が必要ではないですか。 

（回答）避難行動要支援者に対する配慮は必要であると考えます。 

 

（４）これまでの指針では、一時移転の基準としてＯＩＬ２で、２０マイクロシーベルト／時が

計測されれば１週間以内に一時移転（避難）することになっていました。しかし、指針改定

版では、翌日に再度この基準値を超えなければ避難の判断はしないことになっています。 

①これで住民の安全は守れるのでしょうか。安全を守る上で、合理性があるのでしょうか。 

（回答）具体的な内容などについては、関西広域連合を通じて国へ説明を求めていきたいと考

えます。 

 

（５）ＳＰＥＥＤＩ等の予測的手法は使わず、実測モニタリングで避難等を指示するとなってい

ます。 

①これでは、被ばくしながらの避難となり、安定ヨウ素剤の入手・服用の準備もできないので

はないですか。 

（回答）被ばくしながらの避難では安定ヨウ素剤の入手・服用は困難であると考えられます。 

 

②実測モニタリングで十分だと考えますか。ＳＰＥＥＤＩ等も活用すべきではないですか。 

（回答）ＳＰＥＥＤＩの扱いについては、関西広域連合を通じて国へ説明を求めていきたいと

考えます。 

 

（６）国に対する新たな申し入れでは、文書回答を得て、規制庁に説明を求めるとのことでした。

関西広域連合での説明だけでなく、広く市民に対しても説明を求めるべきではないですか。 

（回答）まずは、国は関西広域連合へ説明をすべきと考えます。 

 

２０１５年４月３０日 

 避難計画を案ずる関西連絡会 （連絡先団体：グリーン・アクション／原発なしで暮らしたい丹

波の会／脱原発はりまアクション／原発防災を考える兵庫の会／美浜の会） 
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「悪性または悪性の疑い」の子どもたち 127 名は、避難区域（１３市町村：地図の白 

OurPlanet-Tv ホームページより  

先行検査の手術数 99 名には、良性の１名を含む 

福島県の子どもたちの甲状腺検査結果（2015.5.18 検討会） 

「悪性または悪性疑い」との診断は１２７名、 

その内１０３名が手術によって甲状腺がんと確定 

30 ㎞圏外の福島市・郡山市・いわき市・会津若松市等でも小児甲状腺がんが確認 

は「悪性または悪性の疑い」が確認されている市町村 

 福島県の県民健康調査資料より作成 




